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経済秩序の概念の批判的検討 (2) 
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定のように（ゼラフィームも同様な見解である。）河），「経済秩序」の概念規定
は直接現実に関連するものであろうか。その他の論者の概念規定1で理解でき
ることを経済秩序のもとでは諸規範の集大成と理解すべきかどうか。この区別
を明確にしているのは，例えば，リュットゲ（F.Lutge）とピュッツである。
リュットゲは，様々な価値の中で上位に置かれている諸価値を形成している
文化のすべての包括的な概念規定を無視すれば経済秩序と経済法制を区別す
ることこそ必要であると考える。「経済法制の場合は，法的な，従って法律の
規範を考える。これに対して，経済秩序の場合は実生活で直面する実際の形成
を考える。社会領域は経済領域よりも包括的な領域であるから，社会法制と社
会秩序を区別し，その際それに対応して経済法制を区別しなければならないo
j76) さらに，ピュッツは「経済法制を現実の経済秩序の当為の本質として区
別しなければならない」問と考える。
これらの区別は含蓄があると思われるが，異なる概念規定のもとでも問題視
すべき諸問題を表すべきである。それらの区別は経済秩序としての事実，経済
法制としての規範体系を特色づけるような解決を提示するのに役立つものであ
る。このような経済秩序と経済法制の概念的意義があるのに対して，問題点も
当然のことながらある。
それらの「概念規定の区別を示す差異」はそれらの「概念規定の差異Jにも
起因しているのでそれらの概念規定を改めて検討することが必要である。
② 経済秩序と経済法制の概念規定の再検討
経済秩序と経済法制のそれぞれの概念規定で表した事実と規範が複雑になっ
ているからである。
複雑さの故に，それらの概念の問題点が誤って指摘されている場合もある。
このことは経済と法律の限界領域を考察したヘンゼル（K.P. Hensel)が述べ
ている。間経済秩序や経済法制の内容は経済や法律に関連した領域の限界と問
題点を指摘するのに役立つているだけでなく，経済誘導方式の重要性を示唆し，
それどころかむしろ強調している。経済法制が形式的な概念規定あるいは実相
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的な概念規定に基づいて構成されているのかどうかによらず，つまり経済法制
で非技術的に経済法制あるいは経済秩序を憲法で考えているのかどうか。これ
らは明らかにすべき問題点であるf しかし，経済法制を経済から独立して発
展した秩序とみなしでも，このことは国家が固定した枠組みの中で法的に拘束
されて動くので，そのように存在する「経済法制」も常に経済経過の中の国家
の干渉を表した現象形態として存在していることになる。
経済秩序の概念は関連する文献でも国法の文献でも今日まで単一の専門用語
を使っている 080）経済政策の文献で、使った概念規定（これは既述のように論者
によって異なるが次の概念規定もある。経済生活の構成と経過に有効な諸規
範，諸組織原則及び諸制度の総称。）は，本質的には法学で用いた概念規定
（法律の諸原則，国民経済の諸組織と経過の総体を根本的かつ永続的に決定す
ること。）そのものであると言える場合が多い。
経済法制を法律概念として用いる場合には経済法制は間接的に経験的な実
状に関連せず，法律の命題に関連している 081）憲法や諸法律，諸法令の形式的
な地位あるいはその内容特に経済という事実領域の諸規則を詳しい概念的な
出発点にさせるのかどうかが問題である。これは主として経済的効用の問題で
ある。当面の研究目的のために法律で制定した枠組みの中で国家は経済秩序
の構成と経済政策の構成権限を持つので法制に限定した研究が必要である。
もちろん法制の概念を国法にとどめ，従って事実の決定に役立てるので，特に
経済生活の秩序に関連した規範が経済法制の法律として階序づけられるのかど
うかという問題の場合には もっぱら科学的な概念の経済学は問題ではない。
この点を指摘したのはパラァシュテット（K.Ballerstedt）で、ある 082) 
この指摘を換言すれば経済法制の概念拡大の決定は少なくとも次の二つの
視点だけから考えられるということである。
一つは，経済法制は形式的には法制で規定されていない国法の一部を表すこ
とができるということである。しかし このことは現代の法制と結びついた永
続的な基本秩序の観念と矛盾している。このことはヘンニス（W.Hennis）の
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見解である。ヘンニスはあらゆる国家の諸法律の思考における特殊な歴史的経
験を論ずることは合法的であると強調している 083) 
もう一つは，経済のありとあらゆる秩序が，従って経済参加者の根本的な法
律条件の要約が相互に意味していることである。法制の概念はまったく異なる
構造的な社会領域に転用されるということである。このことは，例えば，リッ
チュル（H.Ritschl）が指摘していることである。リッチュルは社会組織を形
成するのに必要な準備の分担によって共同社会の実際の根拠を目指すことより
も共同社会の法規範の形成を目指している 084）この場合法律と経済の関係を
明らかにするための方法として実際には存在しない法制と社会の関係を類推
しでも，法制の概念を十分に活用しているとは言えない。また，法制の概念が
法律と経済の緊張状態を明確に表すのに必要であっても 法制の概念そのもの
は使い古されていると言っても過言ではない085）このように考えれば，「経済
法制」の概念規定を「経済秩序」に関する法制上の構成要素の集計に限定する
ことができると考える。飴）このような方法は経済法制と経済秩序のそれぞれの
概念規定を比較検討する際に重要なことであり 意味のあることである。
法制の概念を使う場合，法制と経済の関係の根本的思考は次の二つの理由か
ら度を過ごした概念の浄化主義として無視できる 087）一つは，共同社会を語る
ために，法制は法的意味において経済主体間の緊密さとその秩序全体を前提に
するであろうからである。もう一つは，法制の概念は国家に関連しているから
である。この意味で，経済法制は現実の経済秩序の「当為の本質」（Inbegriff
des Sollens）と「実際の明白な特徴」（tatsachliche Pragungen) 88＞に結びっ
く「当為の本質」を区別できる。
その現実の経済秩序の「当為の本質jを表象している多様な「経済法制」が
今日憲法において規定され，指示されているのは，経済法制が本源的で実証的
なものとして値打ちがあるからである。しかしその値打ちも経済法制の概念
規定いかんによって異なったものとなるので，まず「法制」概念の多義性につ
いて顧慮すべきである。
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この多義性のーっとして，例えば，秩序目的を達成するためには，法制の立
場とは無関係に，「法制jの中心に位置づけられている憲法の権限を要求した
い欲求にかられるので，「経済法制」は憲法の権限を要求する権利を与えられ
ているものであると言える。
この例は見方を変えれば，経済秩序と経済法制の相互作用の検討が必要であ
ることを示唆している。この相互作用の検討は両概念規定の差異を検討するこ
とであり，ひいては経済秩序の概念規定を検討することにほかならない。
③ 経済秩序と経済法制の相互関係の検討
経済秩序と経済法制の相互関係の検討は次の問題を検討することでもある
と考えたい。それは経済法制の概念規定を「法制jに含まれた諸規範の総括
に，また経済生活に関連した諸規範に限定する場合にも，政治的な法制と並ん
で，経済政策的な要求の決定を法的勢力で変更できるのかどうかという問題で
ある。この「経済秩序Jの問題も，ひいては経済政策の問題も，法制の現状を
まったく無視すべきかどうかあるいは経済組織を政治的意思形成過程に加え
るべきかどうかという問題に限定しでも，今日の政治的な法制秩序の由々しい
問題を無視していることになる 089) 
歴史上の事象でみれば，現代の法治国家は，特に第2次世界大戦後には復興
策が焦眉の急で、あったO また，たびたび見舞われる不況期後には，統制手段や
誘導手段などの政策手段の準備選定及び投入が必要であり それらの手段を
自由に守る手だてを計画することも必要であった。この意味で，現代の「法制J
は「干渉主義の混合形態J90）になっている。法治国家の法制の決定が経済領域
や社会領域に関連して意識した影響では決定されないので，経済領域にも当然
立法者が存在する。あらゆる基本権の保証は少なくとも経済領域にも現れるか
らである。この点は自明の理である。あらゆる基本権の領域に対して許認可さ
れないことがあるからである。つまり，経済的視点からみれば，国家形態に一
面的な経済理論的な計画を算入し，あるいはそれに対応して実施すべき事実を
創出することがあるからである 091) 国家形態が経済的視点からみた場合の価値
- 159 ( 669 )-
の有無を問題視するという観念は正しい。政治的な経済法制の適応問題は別と
して，また経済秩序と国法を同等視することは権限分散の決定が直接経済秩序
の形成になるであろうということである。幻）この点は否定できない。この先決
を過剰評価しなくても，例えば，シュムベーター（J.Schumpeter）は競争経済
が集団所有を認める法秩序のもとで行われることを述べている。幻）つまり，国
権の譲与のみならず，私的所有の決定，契約の自由，経営の自由及び結社の自
由の決定には，経済秩序を統制する権限が必要である。似）このことは議論の余
地のないことである。
ここで，経済秩序と経済法制の相互関係を一般的関係から詳しくみれば，何
よりもまず少なくとも次の三つの共通点を認めることができる。
第1は，経済秩序の決定に関わる法制の規範の与件にはオルド自由主義か
ら具体的な要求があるという共通点である。何）この要求が満たされてはじめて
法技術的な克服をどのようにするのかが問題となる。マクロ経済の均衡，長年
の財政計画などの概念は，技術的な行き過ぎた繊細さで捉えることよりも法的
思案で捉えることも必要である。
第2は，法制は経済秩序の構成原則として法制の機能を十分に発揮している
という共通点である。つまり あらゆる法秩序固有の構造は経済政策の目的観
に基づいて法律の機能化を妨げむしろ経済経過は法律の法則性に含められて
いる。社会活動が計慮できるあらゆる法律の規則に従うこともその法則性に含
められている。経済経過では，結社の保証と物的主権の権能の保証，法律の実
現を目指した行動の方向，規則の権能を国家組織の多様な担い手に分散させて
いる。
第3は，法制は物的公正さの実現を研究する場合には，法律のぎりぎりの保
護領域の保証，国民経済における一様性と制度的分類を幅広く把握するという
共通点である。例えば，二つの政策目的である「資源の最適配分Jと「公正な
社会秩序」は一致してはならないのである。
このような経済法制と経済秩序のそれぞれの概念規定を明白にし，両者の関
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係を論究した三つの見解の一つであるが，経済的な機能関係の保証を法律によっ
て結びつけたのはベェーム（F.Bohm）で、ある。経済は欲求充足の不足を何と
かして克服しようとすることから始まるので，経済経過に参加する法律団体が
意味のある形で相互作用し，その相互作用の成果が裁判所の前で社会的公正を
弁明する附とともに，最後には配分されるためのできるだけ最良な前提を設け
ることが肝要である。このことこそ経済法制の課題である。
ベェームが法律家の特定の課題を，すなわち，経済外的，法的，倫理的及び
政治的な視点の調整を示し様々な問題の経済的側面を少なくとも最も原初的
な相互関係において支配することをベェームに要求する場合には，ベェームの
方法的処置は納得のいくものである。
ベェームとオイケンはある特定の根本的かつ経済的な「秩序原則」（Ordnun-
gsprinzip) （例えば，営業の自由）の決定を進めて，経済秩序全体を憲法上に
位置づけたいと考えている97）がそのことを位置づけていない。もちろんベェー
ムもオイケンも，経済生活の秩序に関する決定全部を同等視する際には，経済
法制の法制を形成的な法律の意味で考えているのかどうかは明々白々である。
いずれにしても，ベェームは法制の概念を法的意味で理解している。
ここで問題視している経済法制と経済秩序の相互関係では，市場経済の経済
法制だけが民主主義の法治国家に法制であることが分かる。ベェームによれば，
市場経済は秩序ある経済の装備も通じて達成されるので，市場では価格の形態
で評価する消費者の決定が重要である。附
また，ベェームは中央管理経済と市場経済の組合せはなく，計画経済（Plan-
wirtschaf t）と誘導経済（gelenkteWirtschaft）の組合せは可能で、あると考え，
法制と経済の関係について一つの見方を提示している。ω）この場合，法制は経
済秩序それ自体の枠内で創出され立法者にゆだねるが法制と経済秩序の場
合には誘導のための法律は反法律的なものとして決められている。
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4 経済秩序，経済法制及び経済法の区別
経済秩序，経済法制及び経済法の区別によって経済秩序の概念規定を検討
することも必要である。経済秩序は経済行動を規制する社会規範を通じて保
証されている。この規範の一部は，例えば，経済的にみて重要な法律の規定
である。社会規範は根本的には社会関係だけに関連するものである。100）例
えば，事物の所有権は間接的関係すなわち所有者と事物の関係を意味す
るのではない。それは事物の所有者とその事物に関係するすべての非所有者
に対するある特定の関係を意味する。それについて社会規範のあらゆる領
域，従って特に法律，社会関係が該当する。経済領域ではもちろん経済秩序
が該当する。
この点は，カールステン（D.Karsten）によれば「経済秩序が事物に含め
た諸社会規範の総称を経済法制と名づけことができるであろう。J（”Die Ge-
samtheit der sozialen Normen, die die Wirtschaftsordnung zum Gegen-
stand haben, konnte man als Wirtschaftsverfassung bezeichnet.“） 101）つ
まり，経済秩序の既述の概念規定の一部は経済法制の概念規定になると考え
る。
経済法制の概念規定をある特定の方法で客観的な法規に限定する場合には，
経済学の概念を法的概念へ移行させることができるという利点がある。経済
的重要性を伴う社会規範のうち最も重要な社会規範は法規である。この法規
から意識的に法律の制度を意味する「法制」，法律及び法規命令のほか，商
習慣などが創られている。
この意味で，経済法制は次のようにして概念規定されたものである。「経
済法制とは，経済秩序が事物に含めた諸法規の総称である。」（，，DieWirtsch-
aftsverfassung ist die Gesamtheit der rechtlichen Normen, die die 
Wirtschaftsordnung zum Gegenstand haben.“）附また，「経済法制はその
時々の国家の領域で通用する経済的に重要な諸法規の集大成であることを示
すものである。J( ,Sie [Die wirtschaftsverfassung] stellt sich jeweils 
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dar als die in einem Staatsgebiet geltende Summe wirtschaftlich bedeut-
samer Rechtsregeln.“） 103) [ ］内の記入は筆者
一般に，法律が経済に直面する限り，すべての法律は経済の中に埋没する
ことは明らかである。経済法には限界があるということである。経済理論の
論者からみれば，法律や法規の法的ランクの問題は無意味であるから，一つ
の法規命令，一つの法律，一つの法制の規範がそれぞ、れ問題となるのかどう
かは重要なことではなし）0 この点については例えば，ベエ一ムが法律の個
別領域をすべて「経済法制の基石」（Bausteineder Wirtschaftsverfassun g ） 
と名づ、けていることにも伺える 010
これに対して，法規の形成に当たって，経済主体が比較的重要とは思わな
い諸条件の変化によって経済経過が影響を受ける可能性があるので，この可
能性に経済政策の担い手が気づく場合に限り あらかじめ意識して創られた
経済法などの法規（例。独占禁止や不公正な取引などを禁止するために創ら
れた独占禁止法）は特に重要である。
経済政策の担い手からみれば，法規の法的ランクの問題も重要である。こ
こで提示した経済秩序と経済法制の概念規定を区別する場合には，オイケン
やリッチュルが指摘したように，実際の経済秩序と経済法制で表された目的
観との間の差異が生じる可能性もある。附
以上の経済法制の極めて幅広い概念規定，すなわち，「広義の経済法制」
と並んで，経済法制の他の意義も価値が認められている。その経済法制の中
で経済に関連した基本法規だけを理解できる。「狭義の経済法制」では，経
済秩序に現れる法規は憲法上の法的ランクを理解することであるから，その
ような経済法制の概念規定も意味があると思われる。
「広義の経済法制」と「狭義の経済法制」を区別するためには，例えば，
フェルトハウス（G. Feldhaus）の次の見解が有用で、ある。「狭義の経済法制
が経済の枠組みの構成を確定する場合には，広義の経済法制には国民経済に
おける経済法制上の基本原則が実現するあらゆる本質的な個々の制度が含ま
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れる。」lO
5 経済秩序と経済経過の区別
経済秩序と経済経過のそれぞれの概念規定を区別することによって，経済
秩序の概念規定を検討することもできる。まず経済経過の概念規定を吟味し，
経済経過の根底にある経済行動の基本条件を検討した後で，経済経過と経済
秩序の区別による経済秩序の検討をする。
(1) 経済経過の概念
「経済経過」の概念規定については，関連文献では，経済経過の経過を時間
においてどのようにして決定するのかは，行動する経済主体の性質によるので，
「経済経過は経済主体の経済行動の結果である」（，，DerWirtschaftsproze.B ist 
das Ergebnis des wirtschaftlichen Handelns der Wirtschaftssubjekte.“） 
川7）という概念規定で一致している。このような経済経過と経済行動の相互依
存関係における「経済行動jは経済諸量に直接影響を及ぼすことを意味する。
例えば，経済行動は国民経済計算における生産過程の直接的な変化に影響を及
ぼすことである。
一般に，「経済行動jの概念にはその「過程行動」よりも多くのことが含ま
れている。つまり 経済行動には経済主体の行動において経済諸量が諸条件の
変化に及ぼす間接的な影響も含まれているということである。この行動は量的
には「過程行動J以外のものである。しかし，それらの二種の行動は経済諸量
の変化，すなわち，実際の経済に適しているものである。その限りでは，二種
の行動は「経済行動」と名づけることができる。この意味で，カールステンに
よれば，「経済経過とは経済主体の直接的な経済行動の結果である」（，,DerWi-
rtschaf tsprozeβist das Ergebnis des unmittelbaren wirtschaftlichen 
Handelns der Wirtschaftssubjekte.“）と概念規定できる。108)
経済秩序と経済経過の区別を行う場合の問題を解明するためには，経済主体
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はその経済行動や意思形成で決定されているが「経済行動には諸条件」があ
るという問題がある。
(2）経済秩序と経済経過特に経済行動の相互関係
その経済行動の諸条件とは何か。経済行動の諸条件は大抵の場合明示されて
いない。経済行動の諸条件は人間行動の動機 あるいはゾムバルトが挙げた
「経済意向」（Wirtschaftssinnung）に関する経済行動が重要であるから，それ
らの諸条件は影響を受ける。経済的意向の形成は一部社会規範に基づくもので
あるが，この「内的世界」（この表現を最初にした論者は，私見で知る限り，
1側ガーレン［A.Gahlen］であると思われる。）は自立した領域として存在す
る。ガーレンは経済行動の諸条件が様々な異論があって社会規範から生じるこ
とに適切に言及している。
経済行動の諸条件は，少なくとも次の二つのことに区別できる。
第 1の区別は，外界自然に対する人間の諸関係と人間自身に内在する諸条件
の中で読み取る諸条件との区別に該当する。経済秩序は一つの社会現象で、ある
から，経済秩序は個人に内在する諸条件の考察から導くことはできない。
第2の区別は，外界自然に対する人間，特に経済主体の諸関係は外界関係と
現代の社会関係との区別に該当する。この外界関係をゼラフィーム（H. Jー.
Seraphim）は次のように説明している。「個人が個人を囲む不変の諸要素，つ
まり，個人が自然を支配下におくためには，自然の物的所与性や個人がなし遂
げる事物に対する何らかの性質のある関係においてみられる諸条件である。こ
れらの関係を外界関係（Umwel tverhal tnisse）と名づける。」1川外界関係には
本質的には明らかに「経済秩序無差別」（wirtschaftsordnungsindif ferent) 111) 
と識別されている一般的な経済基礎が含まれている。つまり，経済秩序は経済
主体聞に存在するので，経済秩序は社会関係の考察だけから解明することはで
きないが，自然の物的所与性あるいは技術の考察からも解明できない。
ゼラフイームは次のように述べて経済主体間相互の諸関係を「社会関係」
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(Mi twel t bezieh ungen）と名づける。ゼラフィームは，「この相互性を最も広い
意味では『社会関係』と名づける。経済的な基本形態はすべて社会関係を示し
ている。内容的にはもちろん個人が隣人に依存する程度に従って，また個人が
創る社会構成体における経済秩序に依存する程度に従って社会関係は極めて
異なっているようにみえる。」 1凶この場合，ゼラフィームは経済主体，すなわ
ち，個人がその存在する諸関係を考察する場合や個人が支配する諸関係の総体
を考察する場合に明らかである限りと述べていることに留意が必要である。
ゼラフイームが社会構成体における経済主体の様々な分類を，また経済主体
が隣人に大いに依存していることを「社会関係の核心」（Kernder Mitweltve-
r hal tnisse) 1川と名づける異種の大きな自由範囲がある。この自由範聞は，オ
イケンによれば，経済秩序の異なった標徴である。「というのは，経済秩序に
よれば，人間の自由範囲と自己決定は異なっているからである。」114)
それとともに，経済秩序そのものにおいて，その時々の社会関係の形成を理
解できる。もちろんそのような経済的意義のある社会関係も理解できる。社会
関係の要素が人間である限り，経済秩序には経済主体が存在する。この問題の
詳細な議論はここでは割愛するが，経済領域における同一性を述べていないの
で，その狭い類似性は，社会関係と経済法制を同等視しているゼラフィームの
場合にふ社会関係と経済秩序（ゼラフィームは経済秩序を経済法制の同意語
として用いる。このことは小論の主旨から賛同できない。）を確かめることが
できる。この点についてイエール（W.A. J凸hr）はゼラフィームの著書への
書評で，その社会関係がゼラフイームの場合の経済秩序で提示された経済的な
基本形態を明らかにしていないことを指摘している。115)
その「経済的な社会関係」が経済秩序の一部だけを表すことができるのであ
ろうか。それは可能であろう。しかし，例えば，カールステンは経済秩序の概
念規定が「経済的な社会関係jの形成の中で創られるという見解を持っている O
この意味で，クローテン（N.Kloten）が提示した経済主体の「行動範囲」（Ak-
tionsbereich) 1川土経済秩序を通じて示すことができる。その究極目的は経済
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主体の位置づけを理解することである。この行動範聞は具体的な経済主体の経
済計画から分かる。経済主体のありとあらゆる行動は最終的には個別計画の中
でまとめられ，その行動は経済主体の経済経過への貢献を表すので，経済計画
は同時に国民経済における経済主体の機能を反映している。それとともに，そ
の経済主体の機能は国民経済の経済秩序から生まれてくるものである。
(3) 経済秩序と経済経過の区別による経済秩序の検討
経済経過の概念規定を吟味し，検討してきたので，ここでは経済経過と経済
秩序の区別に基づいて経済秩序の概念規定を検討することが必要になる。
経済秩序と経済経過のそれぞれの概念規定の差異を明白に区別しようとする
のは，それらの概念規定は共通した基本観念，すなわち，経済秩序，経済法制
及び経済経過の対照に基づいているからである。この基本観念の対照はオイケ
ンが提示した概念規定において明白に読み取ることができる。同様な観念はベェー
ムにも読み取ることができる。ベェームは経済秩序の問題について，「誰が決
定しなければならないのか，経済的に何を起こすべきか」117）を記述している。
類似したことはルークス（W.N. Loucks）も記述している。「経済的に重要
な諸制度の総称を『経済秩序』と名づけ，また経済的決定に関与しているもの
と名づけられている。つまり，ある経済の制度的構造の根本的な重要性は，そ
の経済の資源利用に関する意思決定がどこに置かれるのかを決めるということ
である。」1附
クローテンは同様な問題をより単純に記述している。「誰が経済経過を決定
するのか」l削と。同様な対照は，シュナイダァ（E. Schneider ）捌とシュタッ
ケルベルク（H.v. Stackelberg）山）にも読み取ることができる。後の両者は経
済経過を分析する主要な課題を記述しており それらの概念規定の区別に当たっ
て経済秩序の考察を進めている。
このことは，「経済秩序」の概念規定の検討は国民経済における「経済経過」
の概念規定を明白にすれば，容易に進むことを意味する。122)
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6 経済形態における経済秩序の検討
経済形態における経済秩序の概念規定を検討することが必要である。
基本的な経済形態は，様々な論者，特にオイケン，クローテン，ゼラフィー
ム，ピュッツなどが提示している。
ゼラフイームによれば，経済の基本形態の類型はオイケンが最初に提示した
概念である「重大な二律背反J(die gro.Be Antinomie）悶）を克服するために決
定的に役立つ手段である。ゼ、ラフイ一ムは，経j斉の基本形態において「この社
会の経i斉生活の決定的で明白な特徴を規定する基本要素の重要な組合せと分類
を全部理解することで、あるjl と考えその基本要素は「外界関係」と「杜会
関係」で、あるとt旨t商する 012
このようなゼ、ラフイ一ムの考え方と類型は十分に意義がある O 経済形態の基
本要素である「外界関係」と「社会関係」の有無と機能の視点から経済の基本
形態を見つけ，形成できるからである。
ある特定の純粋な経済形態として「経済様式」を見つけることができる。
経済様式（W irtschaf tsstil）の概念規定は様々な論者が展開しているが，経済
意向が経済行動の根本要素となることを強調したミユツラァ・アルマック（A.
M uller-Armack）の概念規定を用いる。すなわち経済「様式とはある時代の
異なった生活領域で見ることができる象徴と状況の総体である。J( ,Stil ist so 
die in den verschiedenen Lebensgebieten einer Zeit sichtbare Einheit 
des Ausdrucks und der Haltung.“）捌さらに，歴史的事例であって類型化で
きない特徴を明示した「経済形態」（W irtschaf tsges tal t）を見つけることがで
きる。従って，経済形態の諸条件の総体を理解できるし，それに基づいてクルッ
プ（S.R. Krupp）のように経済主体を扱うことができる。127)
以上のような経済秩序，経済法制及び経済形態の関係についての捉え方は，
ピュッツの捉え方である「経済法制とは・・・・歴史上決定された経済形態の中の
経済秩序の法的原則である」捌ことに基づいている。
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7 経済秩序類型の形式的概念における経済秩序の検討
秩序類型の形式的概念における経済秩序の概念規定を検討することも必要で
ある。
経済秩序の形式的概念は歴史上の経済秩序に依存して規定されていない。経
済秩序の形式的概念について直観的な観念を得ょうとするためには，また経済
秩序を比較するためには，類型形式は不可欠である。附つまり，一方では，経
済主体のあらゆる機能を十分に把握できる場合についてのみ経済秩序を説明で
きる。130）他方，少数の標徴で記述するためにあるいはただ単に特定の単純な
モデルが含まれているために歴史上の経済秩序は複雑になる。実際に見い出
せる経済秩序の場合，通例 ミューレンフェルス（A.v. Muhlenfels）が提示
した「多形の」（vielformige）経済秩序川，リッチユルが提示した「二元の」
( d ualistische）経済秩序132），ヴェルナァ（J. Werner）が提示した「混合」
( gemisch te）経済秩序附，ゾムバルトが提示した「多様な」（mannigfaltige) 
経済秩序酬がそれぞれ問題視すべき経済秩序である。また歴史上の経済秩序
はまったく「市場経済jあるいは「共同経済Jではなくて両経済を構成する
諸要素のその時々の固有の組合せである。
これらの論者に限らず，経済秩序を特徴づけるための経済秩序類型の形成方
法が必要である。このことは経済政策の文献では徹底的に考えられている。そ
れでも経済形態と経済秩序は一般に明白に区別されていない。そのため，リッ
チュルの経済秩序の類型学側を適用して経済形態を分析したゾムバルトの研
究附，シュピートホッフ（A.Spiethoff）が規定した「経済様式」の研究聞は，
基本的な経済秩序の類型形成方法を示唆したものとして改めて重要になって
くる。
さらに，オイケンも経済秩序の類型を形成しようとした研究を提示している。
この経済秩序の区別はオイケンが取り上げた狭い限られた要素で構築した強い
モデル的な観念のもとで導かれている刷。クローテンが解説した場合のオイケ
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ンの経済秩序モデルの両方の極，すなわち，流通経済（Verkehrswirtschaft) 
と中央管理経済（Zentral verwal tungswirtschaf t）という経済秩序の類型があ
る刷。
この経済秩序の区別をモリトール（B.Molitor）は市場経済（競争経済［We-
ttbewerbswirtschaft］，流通経済）と中央管理経済（計画経済［Planwirtscha-
ft］）に 2区分し，「混合経済秩序」（gemischte Wirtschaftsordnung) 1刊）の存
在を考える。
また，ハッラァ（H.Haller）はオイケンの経済秩序モデルを「限界類型」
( Grenztypen) 141）と名づける。この限界類型を現実とかけ離れたことを強調す
るための類型として「限界モデル」（grenzmodelle）と名づけたのは，オイケン
やリッチュルである。142)
オイケンはあり得る経済秩序の二つの基本形態には，すなわち，流通経済つ
まり市場経済と中央誘導経済（zentralgeleitete Wirtschaft）つまり中央管理
経済だけが存在すると考える。附この二分法化は今日までに秩序理論的論争
と秩序政策的論争に強い影響を与えている。これに対して，リーゼ（H.Riese) 
はある市場経済に有利に秩序政策的決定を正当化する場合にのみ役立つという
経済秩序のオイケンの類型を批判する。出）リッチュルはオイケンの場合の類
型概念の適用に対して，また経済体制をモデルとして特徴を明示している 014 
そのような特徴も考慮すれば，大抵の場合，経済秩序は個人の自由な活動を
支えると同時に，あり得る最高の経済誘導に刺激を与え，個人の取引を社会的
選択に向かつて誘導するものであるから経済秩序の一つの側面には市場経済
の側面があるのは当然である。そのため，大抵の場合，経済秩序を叙述するた
めには，特に二つの経済秩序の区別を強調するためには，標徴における区別を
際立たせることが必要である。経済秩序には「基本要素の含蓄のある相互階序
」146）が存在するので，すべての経済秩序を思い付かせた観念がある。この場合，
その基本要素の含蓄のある相互階序は特にゼラフィームがオイケンを批判した
ことに示されている。川リッチュルは経済体制をモデルとして特徴を明示し
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ている。附このほか，経済体制を経済秩序のモデルとして適用することはオ
イケン自身カ苛子っている。国）
それによって経済秩序の叙述に活用する単純な対の対等関係は経済秩序の類
型の代表的な標徴として理解されている。例えば次の論者が下記のように名
づけた対等関係で経済秩序の類型の標徴を示している。
ボッシュ（W.Bosch）は市場経済（Marktwirtschaft）と命令経済（Befehl-
swirtschaf t) .150）ニツノfー デイ（H.C. Nipperdey）は自由経済（freie Wirtsch-
aft）山）と国家に直接関わる経済（staatsunmittelbare Wirtschaft），プライ
ザァ（E.Freiser）は契約経済（V ertragswirtschaf t）と命令経済（Befehlswirt-
schaft）問）というそれぞれの経済秩序の類型の標徴を示している。これらの名
づけ方によれば，経済秩序の類型の形成に基づく特別の標徴は合目的的に選択
されている。附ただしこのことはイデオロギーを含めた概念の挙例の際に
挙げる観念がすでに研究の基礎として不十分な場合のことである。
8 経済秩序の構造分析方法における経済秩序の検討
経済秩序の構造分析方法における経済秩序の概念規定も検討することが必要
である。
経済政策論では，経済秩序の構成では多様な経済体制と構成要素としての多
様な構成形態から示されている。多様な経済体制と多様な構成様式は単一の構
造原則から成り立っている。経済秩序と経済体制は認識論の意味では一つの形
式的体制を表している実質的体制（materialeSysteme）出）である。この実質
的体制は対象それ自体に存在し，対象を認識しその対象のヴェールをとると
ころに成り立っている。この体制では相互関係と全体性が問題である。
この体制は合理的な諸原則を定めた目的形成でも共同経済体制でも成り立っ
ている。その体制は市場経済のように再び本質的に異なった原則で扱える
市場構造においてミクロ経済の個々の目的設定の異質性から成り立っている。
経済秩序の状態が経済体制であるから経済体制は体制全体に対する一つの
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部分体制の状態になっている。そのようにして明らかにして得たものが秩序で
ある。この秩序は分類した体制ではなく，構造的な体制である。この体制の構
成には，構造分析に基づく一般妥当性のある特徴がみられ，しかも実際に直観
的に明白な理論を形成することが必要である。
構造分析論の枠内でも，構成要素と構成形態はこれらが構成される意味の検
討を加えず，また経済経過において満たす機能も検討しないで，それらの形態
によってのみ解く必要はない。構造分析の方法では経済秩序の構造全体の大
きな方向が示されている。しかし，その場合，経済体制とは何か，経済秩序と
は何か，構成形態の明白な観念があるのかどうかなどが問題となる。例えば，
リツチユルは構成形態の詳細な体系的類型化をすでに提示している 015
以上のことは秩序の構造分析の方法における経済秩序の概念規定の検討に役
立つことで、ある O
9 むすび
小論は経済秩序の概念規定を検討する一つの方法論を提示し，併せて経済秩
序の概念規定の機能を論証したものである。
経済秩序は従来の所論では経済体制の同意語として用いられている場合が多
かったが，経済体制，経済法制，経済経過のそれぞれの概念規定と比べること
によって，また経済秩序の類型や経済形態という広義の視点からも検討するこ
とによって，同意語ではないことを論証してきた。
経済主体が取り扱う諸条件の広範な特徴は経済形態であり，ピュッツなどと
同様に，経済主体が存在し，取り扱う諸条件の一部分が経済秩序であると名づ
けることもできる。
この経済秩序は確かに実際に見つけることができる。経済秩序はその連続性
を経済的に重要な規範から得ている。この点からみても 経済秩序の概念規定
を検討する際には とりわけ経済法制の概念規定との比較考量が重要な方法論
になると考える。この点は他の論者の所説では取り上げられていない点である。
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この一つの理由は，経済的に重要な社会規範の集大成ないし総体が，一方では
経済法が記述されている法規，規則，慣習などで区別され他方では経済意向
を経済行動に取り入れるその他の社会規範で区別されているからである。
要するに，経済秩序の概念規定を検討することによって経済秩序の概念規
定は私見も含めて多義的であること その概念規定上の位置づけは経済形態の
中にあって，経済体制を構成する諸要素や諸制度，さらに諸法規，諸規則が含
まれた経済法制を内包するという点にあると考える。また経済秩序の機能は
本質的にみて経済政策機能を確認することであり，経済秩序の概念規定の有効
な標徴は経済経過の形態を指向した内容を含む経済政策の内容となることにも
あることを論証してきたわけで、ある。小論に関連した内容をさらに一段と発展
させていくためには，「経済秩序の決定要因Jについて論究することが必要で
ある。これは今後の課題である。
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